
 
 

 

 

 

 

平成 27 年度 

岩手県出資等法人運営評価レポート 

 
 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

平成 27 年 9 月 

総 務 部 



 
 

 
目  次 

 

 

《総括編》 

１ 趣旨･･････････････････････････････････････････････････････････ 01 

２ 県出資等法人運営評価の基本的な考え方･･････････････････････････ 01 

３ 県出資等法人数について････････････････････････････････････････ 02 

（１） 県内に主な事務所を有する法人･･･････････････････････････････  2 

（２） 指導監督対象法人･･･････････････････････････････････････････  2 

（３） 運営評価対象法人･･･････････････････････････････････････････  2 

４ 県出資等法人運営評価の概要について････････････････････････････  4 

（１） 資本金等と県の出資等の状況･････････････････････････････････  4 

（２） 中期経営計画における経営目標の達成状況について･････････････  5 

（３） 役職員の状況･･･････････････････････････････････････････････  6 

（４） 財務の状況･････････････････････････････････････････････････  8 

（５） 県の財政的関与の状況･･･････････････････････････････････････  9 

（６） 情報公開の状況･････････････････････････････････････････････ 10 

（７） 前年度指摘事項への取組状況･････････････････････････････････ 12 

（８） マネジメント評価の結果について･････････････････････････････ 12 

５ 今後の運営評価の取組について･･････････････････････････････････ 16 

６ 法人ごとの運営評価結果の記載内容について･･････････････････････ 17 

 Ⅰ 法人の概要･･････････････････････････････････････････････････ 17 

 Ⅱ 所管部局の評価･･････････････････････････････････････････････ 18 

 Ⅲ 統括部署（総務部）の総合評価････････････････････････････････ 19 

 

別表１ 平成 27 年度県出資等法人運営評価対象法人一覧 

別表２ 平成 27 年度県出資等法人運営評価対象法人概要及び運営評価結果一覧 

 

《個別法人編》 
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１ 趣旨 

 

 県出資等法人改革については、平成 15 年度から平成 18 年度を推進期間とする「岩手県出

資等法人改革推進プラン」（旧プラン）そして平成 19 年度から平成 22 年度には「新岩手県出

資等法人改革推進プラン」を基に法人改革などに取り組んできました。 

 平成 23 年度には新たに県の「第２期アクションプラン[改革編]」を定め、平成 23 年度か

ら平成 26 年度における県出資等法人の更なる改革を進めてきたところです。 

平成 27 年度の県出資等法人運営評価は、平成 26 年度を評価対象年度とし、対象法人及び

各所管部局において運営評価（１次評価及び２次評価）を行うとともに、その結果等を基に、

統括部署である総務部において総合評価を行ったものです。 

 本レポートは、対象法人の概要をお知らせするとともに、本年度の運営評価の結果を取り

まとめ、それぞれの法人の改革・改善に向けて、今後取り組むべき方向を明らかにするもの

です。 

 

 

「県出資等法人」とは： 

 県の施策を遂行するために、県が直接事業を行うよりも法人が役割を担うことが適切な場合など、

必要に応じて設立し、あるいは出資などを行っている法人のことをいいます。 

一般的に、「第三セクター」や「外郭団体」ということもあります。 

そのうち、県内に主たる事務所を有する法人のうち、県の出資が資産株となっている法人注１以外に

ついて、県では「県出資等法人指導監督要綱」を制定して運営評価を実施するなどの指導監督を行っ

ています。 

注１：㈱岩手銀行、㈱東北銀行 

 

 

 

２ 県出資等法人運営評価制度の基本的な考え方 

 

県が掲げる施策目標を達成することを使命とする県出資等法人が、最も効率的に質の高

いサービスを提供するとともに、その経営が将来にわたって県民の負担をまねくことのな

いよう自らの課題を解決していくためには、継続的な改善の取組みを行うことが必要です。 

このため、平成 16 年度に、県と法人が共に徹底して課題を洗い出し改革を進める新たな

運営評価制度を創設し、それ以降、PDCA（「計画」⇒「実行」⇒「評価」⇒「改善」）サイ

クルの確立による徹底した法人改革に取り組んでいます。 
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県出資等法人運営評価制度の体系図 

 

 

(1) 県内に主な事務所を有する法人（44 法人） 

(2) 指導監督対象法人（42 法人） 

  平成 27 年７月 1 日現在、県内に主な事務所を有する県出資等法人は 44 法人となってい

ますが、このうち「岩手県出資等法人指導監督要綱」に基づき、県の出資が資産株となっ

ている２法人を除いた 42 法人を指導監督の対象としています。 

  

 平成 27 年度 指導監督対象法人数 

区    分 特別法 

法 人 

公益法人 会社法 

法 人 

合 計 

社 団 財 団 

県内に主な事務所を有する県出資等法人 ５ ５ ２０ １４ ４４

 指導監督対象法人 ５ ５ ２０ １２ ４２

   

(3) 運営評価対象法人(42 法人) （別表１「平成 27 年度県出資等法人運営評価対象法人一覧」

参照） 

  指導監督対象法人 42 法人について、県の関与の度合い等に応じて次の類型ごとに評価シ

ート、評価方法等を設定して運営評価を実施しました。 

 

 

３ 県出資等法人数について 

計画に基づく
法人運営

計画に基づく
法人運営

一次評価
（法人）

二次評価
（県所管部局）

総合評価
（県統括部署）

一次評価
（法人）

二次評価
（県所管部局）

総合評価
（県統括部署）

運営評価

改善検討改善検討

計画の見直し
（法人）

中期経営目標
の提示

（県所管部局）

計画の見直し
（法人）

中期経営目標
の提示

（県所管部局）

中期経営計画
の見直し

協
議
協
議

Plan（計画） Do（実行）

Check（評価）Action（改善）

PDCAサイクルによる継続的な改革PDCAサイクルによる継続的な改革

・法人の経営状況等について専門的な
見地からの詳細な調査を実施
・法人のあり方、経営改善策等を検討

・法人の経営状況等について専門的な
見地からの詳細な調査を実施
・法人のあり方、経営改善策等を検討

外部経営調査の実施

・２期以上連続で損失計上がある場合
・累積欠損がある場合
・その他指定する必要がある場合

・２期以上連続で損失計上がある場合
・累積欠損がある場合
・その他指定する必要がある場合

経営改善を要する法人の指定

経営改善計画に基づく
早急な経営改善の実行

経営改善計画に基づく
早急な経営改善の実行

・運営評価等に関して、外部の専門的
な観点から助言

・運営評価等に関して、外部の専門的
な観点から助言

運営評価委員会
助言

調査・分析
県の施策推進における役割が明

確でない法人（役割を終えた法人）
県の施策推進における役割が明

確でない法人（役割を終えた法人）
大きな県民負担が見込まれる法人
（経営改善が見込まれない法人）

大きな県民負担が見込まれる法人
（経営改善が見込まれない法人）

整理合理化（廃止、出資引揚げ等）整理合理化（廃止、出資引揚げ等）
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① 分類基準 

区分 基  準 
該当 
法人数 

類型１ 

○県出資比率 50％以上の法人 

  ただし、特別法法人で、関係法令に基づき、国による常例検査が行な

われている法人を除く。 

○県出資比率 25％以上 50％未満の法人のうち、 

・繰越欠損金が発生、または経営改善を要する法人に指定されている法

人 

・県の運営費補助、運転資金としての短期貸付を受けている法人 

・県職員派遣を受けている法人又は県職員が代表者に就任している法人 

○上記のほか、法人の経営状況や将来リスク等を総合的に勘案し、類型１

に分類する必要があると認められる法人※ 

25 法人 

類型２ 
○県出資比率 25％未満の法人 

○県出資比率 25％以上の法人のうち、類型１に該当しない法人 

○廃止等法人及び地元自治体の主導的関与に委ねる法人 

17 法人 

※ ２期連続して決算で損失計上、累積欠損の発生等を想定。 

② 運営評価の方法 

区分 運営評価の実施 
運営評価 
実施主体 

類型１ 

・運営評価シートに基づく評価 

・総務部による総合評価 

・法人及び所管部局への個別ヒアリング 

※法人及び所管部局への個別ヒアリングは必要に応じて実施 

法人及び県

類型２ 
・運営評価シート（簡易版）による法人の経営状況の把握 

※所管部局への個別ヒアリングは必要に応じて実施 
県 

 

 

 

 

 

 

                                                

H6～9 年度 77 法人

H27 年度  42 法人

(H27 年 7 月現在) 

法人数については、Ｈ6～9 が 77 法人で

ピークであったが、35 法人減少し、現在

42 法人となっている。 

（法人の整理合理化等の推進） 

平成 15～18 年度「岩手県出資等法人改革推進プラン」及び平成 19～22 年度「新岩手県出資等法

人改革推進プラン」に基づき、18 団体を整理合理化し、平成 23 年度以降は、「いわて県民計画第

２期アクションプラン[改革編]」により、法人の自立と自律を高める改革を推進している。 
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４ 県出資等法人運営評価の概要について 

 

平成 27 年度における県出資等法人運営評価の結果をみると、平成 16 年度に運営評価制度

を導入して以降、PDCA サイクルに基づく法人の改革・改善の取組が浸透し、マネジメント

能力の向上が認められます。 

 今後も、東日本大震災津波による甚大な被害からの復興に向けた県の施策実施における推

進主体の一つとして、県出資等法人の持つ資源・能力を生かしていくことが期待されていま

す。 

 

(1)  資本金等と県の出資等の状況 

≪法人の資本金等の規模≫ 

法人の資本金等の規模をみると、特別法・会社法法人においては資本金 10 億円以上

の法人の割合が最も高く、公益法人においては１億円未満の法人の割合が最も高くな

っています。資本金等が 10 億円以上の 13 法人のうち、特別法・会社法法人が９法人、

公益法人が４法人で、株式会社や信用基金協会の資本金等の額が大きい傾向がありま

す。また、公益法人にあっては、基本財産の運用益により事業を実施している法人の

資本金等の規模が大きくなっていますが、これは職員数や実施事業の規模（年間事業

費）と比例しているものではないことに留意する必要があります。 

資本金等規模別法人数 （単位：法人）

法人数 構成比 法人数 構成比

10億円以上 13 31.0% 9 52.9% 4 16.0%

5億円以上10億円未満 5 11.9% 1 5.9% 4 16.0%

1億円以上5億円未満 8 19.0% 2 11.8% 6 24.0%

1億円未満 16 38.1% 5 29.4% 11 44.0%

合　計 42 100% 17 100.0% 25 100.0%

区　分 法人数 構成比
うち特別法・会社法法人 うち公益法人

  

 

≪県の出資等割合≫ 

法人の資本金等における県の出資等割合をみると、全体では 25％以上 50％未満の法

人の割合が最も高くなっていますが、公益法人においては 75％以上の法人の割合が最

も高く、県の出資等割合が 100％の法人も特別法法人２法人、公益法人３法人の計５

法人あります。   
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県出資等割合別法人数 （単位：法人）

法人数 構成比 法人数 構成比

75％以上 12 28.6% 2 11.8% 10 40.0%

(うち100％) 5 11.9% 2 11.8% 3 12.0%

50％以上75％未満 8 19.0% 2 11.8% 6 24.0%

25％以上50％未満 15 35.7% 7 41.2% 8 32.0%

25％未満 7 16.7% 6 35.3% 1 4.0%

合　計 42 100.0% 17 100.0% 25 100.0%

うち公益法人
区　分 法人数 構成比

うち特別法・会社法法人

 

≪資本金等は前年度と比較して減少≫ 

また、平成 27 年度の運営評価対象法人（42 法人）の資本金等の状況をみると、全

法人の合計で前年度と比較して 7,179 千円減少しています。 

これは、信用基金協会における出資金の減少等によるものです。 

法人の資本金等と県の出資等の状況 （単位：法人、千円、％）

24年度 25年度 26年度 27年度 対前年比

特別法・会社法法人 17 30,275,011 30,351,231 30,350,601 30,343,481 ▲ 7,120 10,426,909 34.4%

公益法人 25 11,173,102 11,201,035 11,193,376 11,193,317 ▲ 59 7,682,225 68.6%

合　計 42 41,448,113 41,552,266 41,543,977 41,536,798 ▲ 7,179 18,109,134 43.6%

資本金等の額
法人数区　分

県出資金等
の額

県の出資等
割合

 

 

（2） 中期経営計画における経営目標の達成状況について 

≪類型１の 25 法人が中期経営計画を策定≫ 

県出資等法人のうち類型１に該当する 25 法人については、中期経営計画を策定し、

経営目標（事業目標及び経営改善目標）を設定して計画的な法人運営を行っています。 

≪平成 27 年度の目標値の設定≫ 

中期経営計画の平成27年度目標見直しにあたっては、中期経営計画が平成26年度最

終年度となっているため、各法人の平成27年度事業計画等から、県の施策推進におけ

る法人の役割を果たすための事業及び法人が経営を行うにあたって改善に取り組む事

項について、所管部局及び統括部署において検証を行い設定しました。 

なお、平成27年度を初年度とする次期中期経営計画については、本年度策定する予

定としています。 

  ≪経営目標の達成状況は概ね６割程度≫ 

平成 26 年度における経営目標の達成状況は、事業目標 62.4％（昨年度 69.4％）、経

営改善目標 70.5％（昨年度 79.6％）となっており、事業目標及び経営改善目標の達成

割合が減少していますが、これは主に、東日本大震災津波による影響や改修工事によ

る施設利用期間の減少などによるものです。 
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経営目標（事業目標及び経営改善目標）の達成状況（総括表）

達成 未達成 合計 達成 未達成 合計

項目数 68 41 109 67 28 95

構成比 62.4% 37.6% 100.0 70.5% 29.5% 100.0

経営改善目標事業目標

 

 

【未達成の目標とその原因】※抜粋

No 法人名 H26目標値 H26実績 未達成の原因

1 三陸鉄道（株） 利用者：831千人 690千人
震災後の沿線市町村の人口減及びまち
づくり事業の遅れ

2
（一財）クリーン
いわて事業団

廃棄物年間受
入：58,500トン

56,525トン
消費税率の改定による解体工事の減
少、被災地の新築工事の遅れ

3
（社福）岩手県社
会福祉事業団

在宅障がい者等
支援事業の充実

デイサービス開
所の遅れ

人員確保や資材確保など、建設業者の
都合による改修工事の遅れ

4
（公財）いわて産
業振興センター

設備貸与：15億
円

6.9億円
中小企業等にメリットが多い震災対応
の融資制度の利用が伸びたため

5 岩手県産（株）
経費の節減：物流
関連業務の効率化

前年比増
宅配便運賃の値上げの影響で物流経費
が大幅増となったため

6
（公財）スポーツ
振興事業団

青少年の家の利
用者：119千人

107千人
県北青少年の家（スケート場）の開場
期間が改修工事により短くなったため  

    

    個別法人毎の達成状況では、全ての目標を達成した法人は、事業目標６法人、経営

改善目標８法人となっていますが、50％未満の法人は、事業目標５法人、経営改善目

標３法人となっています。 

   

事業目標の達成状況（達成割合別法人数） 経営改善目標の達成状況（達成割合別法人数）

（単位：法人、％） （単位：法人、％）

達成した目標の割合 法人数 構成比 達成した目標の割合 法人数 構成比

全目標100% 6 24.0 全目標100% 8 32.0

50%以上100%未満 14 56.0 50%以上100%未満 14 56.0

50%未満 5 20.0 50%未満 3 12.0

合　計 25 100.0 合　計 25 100.0

※事業目標 ― 県の施策推進における法人の役割を果たすうえで法人が達成すべき目標
※経営改善目標 ― 法人が経営を行うにあたって改善に取り組むべき目標
　上記のとおり事業目標と経営改善目標は、設定する目標が違うため、経営改善目標を
達成しても、事業目標を達成していない場合もある。

 

≪目標設定の妥当性検証の強化≫ 

PDCA サイクルを効果的に運用するためには、目標設定が非常に重要であることか

ら、目標設定の妥当性について検証する取組みを引き続き強化していくこととします。 

 

(3)  役職員の状況 

  ≪３法人で県職員が代表者に就任≫ 

運営評価対象法人（42 法人）のうち、代表者に県職員が就任している法人は、（公財）
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さんりく基金、岩手県オイルターミナル㈱、㈱岩手ソフトウェアセンターの３法人となっ

ており、前年度と同数となっています。（別表２：平成 27 年度県出資等法人運営評価対象法

人概要及び運営評価結果一覧「県職員の代表者就任」参照） 

「役員の状況（常勤）」を見ると、平成 27 年７月１日現在、常勤の役員数は合計 74 名

で、常勤役員のいない法人が５法人あります。 

（別表２：同「役員の状況（常勤）」参照） 

≪県退職職員が常勤役員に就任している法人の割合は 66.7％≫ 

県関係者の法人役員（常勤）就任については、Ｐ7 のとおり県派遣職員は３法人に３名、

県退職職員は 28 法人に 35 名が就任しており、昨年度と比較して県派遣職員は同数、県退

職職員は１名増加し、県退職職員が役員に就任している法人の全出資等法人に占める割合

は 66.7％となっています。 

県退職職員の増加は、震災復興に関する業務等を推進するため、法人の体制強化を図る

ものと考えられます。 

≪県派遣職員数は減少、県退職職員は増加≫ 

常勤の職員数 2,414 名のうち、12 法人の 94 名が県派遣職員、14 法人の 78 名が県退職職

員となっています。昨年度と比較して県派遣職員は３名減少、県退職職員は１名増加して

います。 

県退職職員の増加は、震災復興に関する業務等を推進するため、法人の体制強化を図る

ものと考えられます。 

   

法人役職員の状況 （単位：人）

特別法・会社法法人 44 0 0法人 14 11法人 1,835 28 3法人 4 3法人

公益法人 30 3 3法人 21 17法人 579 66 9法人 74 11法人

合　計 74 3 3法人 35 28法人 2,414 94 12法人 78 14法人

注1　「役員数」は、平成27年7月1日時点の常勤役員数。
注2　「職員数」は、平成27年7月1日時点の常勤職員数。

うち県派遣
区　分

うち県OB

役　　　員　　　数

うち県OB

職　　　員　　　数

うち県派遣

 

≪県職員派遣は削減の方向で見直し≫ 

県職員派遣については、県と法人の役割分担の明確化や法人の自立的経営の観点から適

正化を図る必要があります。また、法人役員への県職員の就任については、法人に県施策

推進上の役割を十分に果たしてもらう上で、所管部局における指導監督のみでは十分でな

いため、法人運営に役員として直接参画する必要が特にある場合に限るなど、基本的には

削減する方向で見直しを行います。 

  ≪職員数は 10 人未満の法人が最多≫ 

職員数については、10 人未満の法人が 21 法人（50.0％）で最も多くなっており、特に公

益法人においては半数以上が 10 人未満であり、そのうち６法人（24.0％）は５人未満と職

員規模が小さい傾向があります。 
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職員数別法人数 （単位：法人）

法人数 構成比 法人数 構成比 法人数 構成比

100人超 5 11.9% 4 23.5% 1 4.0%

50人～100人未満 6 14.3% 4 23.5% 2 8.0%

10人～50人未満 10 23.8% 3 17.6% 7 28.0%

10人未満 21 50.0% 6 35.3% 15 60.0%

（うち5人未満) 7 16.7% 1 5.9% 6 24.0%

合　計 42 100.0% 17 100.0% 25 100.0%

区　分
うち特別法・会社法法人 うち公益法人全法人

 

(4) 財務の状況 

運営評価対象法人（42 法人）の平成 26 年度における財務の状況は、次のとおりです。 

ア 単年度収支（当期損益又は当期一般正味財産増減額） 

≪マイナス計上の法人数及びマイナス額とも増加≫ 

特別法・会社法法人は当期損益により、また公益法人は当期一般正味財産増減額に

より法人の決算状況の推移をみると、マイナスを計上した法人数及びマイナス額とも

増加しています。 

    単年度収支がマイナスとなった法人は 14 法人と、平成 25 年度の 11 法人に比べて３

法人増加しました。主な要因としては、東日本大震災津波からの復興を推進するため、

公益法人制度における「収支相償」に基づき、収入（運用益等）を上回る積極的な公

益事業を展開したことによるものです。 

また、単年度収支がマイナスとなった法人の合計収支金額は、▲１億 7,900 万円と

なっています。このうちの１億 694 万円（59.7％）が３法人のマイナス額であり、こ

れは東日本大震災津波からの復興支援事業の計上によるものです。 

 
    「収支相償」 

公益法人は、その公益目的事業を行うに当たり、当該公益目的事業の実施に要する適正な費用を償う

額を超える収入を得てはならない（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 14 条） 

 

平成26年度決算における単年度収支（当期損益、当期一般正味財産増減額）の状況（総括表）
（単位：千円）

法人数
該当法人の損
益等の合計額

法人数
該当法人の損
益等の合計額

法人数
該当法人の損
益等の合計額

法人数
該当法人の損
益等の合計額

対前年比

当期損益がプラス 12 2,684,778 17 2,942,653 15 2,601,127 16 3,164,079 562,952

当期損益がマイナス 5 ▲ 1,482,242 0 0 2 ▲ 64,355 1 ▲ 4,508 59,847

当期一般正味財産増減額がプラス 18 2,005,776 14 1,699,868 16 856,964 12 420,514 ▲ 436,450

当期一般正味財産増減額がマイナス 8 ▲ 322,427 12 ▲ 252,067 9 ▲ 61,981 13 ▲ 174,491 ▲ 112,510

単年度収支がプラス 30 4,690,554 31 4,642,521 31 3,458,091 28 3,584,593 126,502

　H25・26年度ともプラス継続 23 3,320,923

　H26年度新たにプラス化 5 263,670

単年度収支がマイナス 13 ▲ 1,804,669 12 ▲ 252,067 11 ▲ 126,336 14 ▲ 178,999 ▲ 52,663

　H25・26年度ともマイナス継続 6 ▲ 45,252

　H26年度新たにマイナス化 8 ▲ 133,747

公益法人

合計

区分
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

特別法・会
社法法人
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イ 繰越損益 

 ≪繰越損失計上は３法人≫ 

特別法・会社法法人について、繰越損益の推移をみると、繰越損失を計上している法

人は２法人となり、前年度から１法人減少するとともに、繰越損失の合計額は前年度か

ら２億 1,332 万円減少するなど、法人の経営努力により改善が見られました。 

平成26年度決算における繰越損益の状況（特別法・会社法法人）(総括表）
（単位：千円）

法人数
該当法人の

損益の合計額
法人数

該当法人の
損益の合計額

法人数
該当法人の

損益の合計額
法人数

該当法人の
損益の合計額

対前年比

繰越損益がプラス 11 32,906,443 14 35,353,783 14 36,854,836 15 38,414,108 1,559,272

H25・26年度ともプラス継続 14 38,375,865

H26年度新たにプラス化 1 38,243

繰越損益がマイナス 6 ▲ 1,979,622 3 ▲ 563,041 3 ▲ 620,915 2 ▲ 407,596 213,319

H25・26年度ともマイナス継続 2 ▲ 407,596

H26年度新たにマイナス化 0 0

注　繰越損益がゼロのものは、プラスに含めて集計した。

区分
平成24年度 平成26年度平成25年度平成23年度

 

ウ フローチャートによる財務評価 

 ≪良好（Ａ）、概ね良好（Ｂ）は 23 法人≫  

類型１に該当する 25 法人について、特別法・会社法法人は損益計算書における当期

損益及び累積欠損金の状況、また、公益法人は独立採算度及び当期正味財産増減額に

基づくフローチャートによる法人の財務評価の結果をみると、「良好」（Ａ）及び「概

ね良好」（Ｂ）とされた法人が 23 法人となっており、26 年度と同数になっております。 

一方、「改善を要する」（Ｃ）とされた法人が２法人となっております。 

  ≪財務の健全化に向けた経営改善の取組みの推進≫ 

「良好」（Ａ）及び「概ね良好」（Ｂ）となった法人は 26 年度と比較して同数となっ

ておりますが、依然として、低金利の長期化により事業原資となる運用益が減少して

いる影響とも認められるため、引き続き事業の効率的な実施に努める必要があります。 

フローチャートによる財務評価の結果 （単位：法人）

A：良好 B：概ね良好 C：改善を要する
D：大いに改善を

要する
合計

特別法・
会社法法人

6
[6]

1
[1]

0
[0]

0
[0]

7
[7]

公益法人
5

[8]
11
[8]

2
[2]

0
[0]

18
[18]

合　計
11

[14]
12
[9]

2
[2]

0
[0]

25
[25]

注　[  ]内の数値は平成26年度における評価結果  
 

(5)  県の財政的関与の状況 

  ≪財政関与の額は減少≫ 

    法人への県の財政的関与の状況を見ると、平成 26 年度においては、25 年度に比較し
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て、運営費補助金が 2,676 万円の増、短期貸付金は 500 万円の減、損失補償金額が５

億 2,159 万円減少しました。 

 ≪財政的関与の適正化≫ 

    法人への県の財政的関与については、法人が県の施策推進における役割を果たす上

で真に必要なものか、法人の自助努力は十分かを検証し、引き続き適正化を図ってい

きます。 

    また、県出資等法人との契約締結に際しても、随意契約とする場合にあっては、当

該法人しか実施できない業務であるかなど、妥当性を十分検証した上で契約すること

とします。 

  ≪損失補償は真に必要な場合に限定≫   

なお、損失補償については「第三セクター等の経営健全化に関する指針」（平成 26

年８月５日付け総務省自治財政局長通知）においても、「第三セクター等に対して公的

支援を行う場合には、債務について損失補償を行うべきではない」とされており、引

き続き、予算編成の過程において、その必要性、妥当性等を十分に検討し、法令で義

務付けされているなど真に必要な場合に限定することとします。  

 

　 （単位：千円）

24年度 25年度 24年度 25年度 24年度 25年度

金額 金額 金額 対前年比 金額 金額 金額 対前年比 金額 金額 金額 対前年比

特別法・会社法法人 2(2)
420,259 395,115 421,229 26,114 2(2) 775,000 570,000 565,000 ▲ 5,000 2(2) 491,364 526,955 542,108 15,153

公益法人 2(2)
26,413 25,495 26,143 648 0(0) 300,000 0 0 0 3(3) 2,466,747 2,244,724 1,707,982 ▲ 536,742

合　　　計 4(4) 446,672 420,610 447,372 26,762 2(2) 1,075,000 570,000 565,000 ▲ 5,000 5(5) 2,958,111 2,771,679 2,250,090 ▲ 521,589

損失補償

26年度 26年度 26年度区分
法人数 法人数 法人数

注　法人数の（　）書きは25年度の法人数

運営費補助金 短期貸付金（運転資金）

 
○ 増減の主なものとして、運営費補助金 2,676 万円の増は、主に、東日本大震災津波の復興支援

のため、三陸鉄道㈱に補助している補助金額が 1,968 万円増となったもの 

○ 次に、短期貸付金 500 万円の減は、岩手県産㈱の中期計画等に従って、貸付金（運転資金）を

計画どおり減としたもの 

○ 最後に、損失補償５億 2,159 万円の減は、主に、（一財）クリーンいわて事業団において金融機

関等からの融資残額の減少により５億 1,322 万円の減となったもの 

 

(6) 情報公開の状況 

≪県民の理解と信頼確保の観点からの公開必要性≫ 

    県出資等法人は公共的性格を有し、財政基盤が県民の負担によって維持されている

ことなどを踏まえ、県民の理解と信頼を確保する観点から、県出資等法人に関する情

報が、個人情報保護など特別の支障があるものを除いて、県民に分かりやすく、入手

県の財政的関与の状況 
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しやすい方法で「迅速、公平、正確」に提供されている必要があります。また、情報

公開は法人の経営に対する県民によるチェックの機能も果たしています。 

≪積極的・分かりやすい情報公開の推進≫ 

    このようなことから、行政改革推進法（平成 18 年法律第 47 号）や「第三セクター

等の経営健全化に関する指針」において、自ら積極的かつ分かりやすい情報公開を行

うことが求められているところです。 

   このため、「法人の基本的情報」及び「県の関与に関する状況」について、主たる事

務所への備え置き、法人のホームページ、その他の情報公開状況について確認を行っ

ており、情報公開に係る取組状況の詳細は次表のとおりです。 

法人の情報公開に係る取組状況

公開媒体

公開情報 法人数 公開率 法人数 公開率 法人数 公開率 法人数 公開率

Ⅰ　法人の基本的情報

1 定款又は寄附行為 40 95.2% 28 66.7% 34 97.1% 27 77.1%

2 役員名簿 40 95.2% 32 76.2% 34 97.1% 30 85.7%

3 社員名簿（社団法人の場合） 　 5 100.0% 5 100.0% ５法人 5 100.0% 5 100.0% ５法人

4 事業報告書又は営業報告書 39 92.9% 32 76.2% 34 97.1% 31 88.6%

5 決算関係書類 40 95.2% 36 85.7% 34 97.1% 33 94.3%

6 事業計画書 36 85.7% 29 69.0% 33 94.3% 28 80.0%

7 予算関係書類 34 81.0% 27 64.3% 33 94.3% 26 74.3%

8 中期経営計画等の法人に係る基本的な計画書 31 73.8% (17)18 42.9% 31 88.6% 18 51.4%

9 職員数に関する情報 39 92.9% 34 81.0% 34 97.1% 32 91.4%

10 職員の給与に関する情報 32 76.2% 26 61.9% 31 88.6% 26 74.3%

11 役員の報酬・退職金に関する情報 31 73.8% 27 64.3% 29 82.9% 26 74.3%

Ⅱ　県の関与に関する状況

1 出資者の状況 35 83.3% 28 66.7% 31 88.6% 27 77.1%

2 県からの財政的支援の額 26 89.7% 25 86.2% 29法人 25 100.0% 25 100.0% 29法人

3 県からの財政的支援の内容等 25 86.2% 24 82.8% 29法人 25 100.0% 24 96.0% 29法人

4 県派遣職員に関する情報 12 100.0% 12 100.0% 12法人 12 100.0% 12 100.0% 12法人

5 運営評価の結果 25 100.0% (14)15 60.0% 25法人 25 100.0% 15 60.0% 25法人

※昨年度の法人数は、括弧内に記載（昨年度より公開割合が向上した場合のみ）

全法人 うち出資率25%以上の法人(35法人)

① 主たる事務所

への備え置き

② 法人のホー
ムページ 備考

① 主たる事務所

への備え置き

② 法人のホー
ムページ 備考

 

≪情報公開割合は上昇≫ 

平成 22 年度までの運営評価レポートにおいて、個別に該当法人に対して「取り組む

べきこと」として指摘したほか、機会を捉えて情報公開の推進について指導を行った

結果、「中期経営計画等の法人に関する基本的な計画書」及び「運営評価の結果」に関

する情報について、昨年度と比較して法人ホームページにおける公開割合が上昇して

おり、各法人が情報公開に積極的に取り組んでいる成果が現れています。 

一方、ホームページへの掲載が不十分な法人も一部あることから、引き続き、情報

公開の重要性について引き続き啓蒙し、積極的に情報公開を推進するよう各法人に働

きかけていくこととします。 
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法人ホームページにおける情報公開の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公開率：％）

区　　分

24年度 25年度 26年度 27年度 増減 24年度 25年度 26年度 27年度 増減

職員数に関する情報 74.4 79.1 81.0 81.0 0.0 83.3 88.9 91.4 91.4 0.0

職員の給与に関する情報 55.8 60.5 61.9 61.9 0.0 66.7 72.2 74.3 74.3 0.0

役員の報酬・退職金に関する情報 58.1 60.5 64.3 64.3 0.0 69.4 72.2 74.3 74.3 0.0

県からの財政的支援の額 81.5 86.2 86.2 86.2 0.0 88.0 100.0 100.0 100.0 0.0

県からの財政的支援の内容 77.8 82.8 82.8 82.8 0.0 84.0 96.0 96.0 96.0 0.0

県派遣職員に関する情報 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0

全法人
うち出資率25%以上の

法人

 

 (7) 前年度指摘事項への取組状況  

平成 26 年度の岩手県出資等法人運営評価レポートの総合評価において、各法人及び所管

部局に対して「取り組むべきこと」として指摘した事項に対する取組状況を「実施済」、「取

組中」、「未実施」に分類した状況は以下のとおりです。 

前年度指摘事項への取組状況 　 　 （単位：項目数）

≪法人≫ 実施済 取組中 未実施 合計 ≪所管部局≫ 実施済 取組中 未実施 合計

項目数 13 25 0 38 項目数 7 17 1 25

構成比 34.2% 65.8% 0.0% 100.0% 構成比 28.0% 68.0% 4.0% 100.0%  

≪法人における実施済・取組中が 100％≫ 

法人における「実施済」と「取組中」の合計が 100.0％（昨年度 100.0％）、所管部

局における「実施済」と「取組中」の合計が 96.0％（同 96.9％）であり、法人、所管

部局ともに指摘事項の解決に向けて前向きに取り組んでいることが伺われます。 

指摘事項については、法人ホームページにおける情報公開の推進のように比較的短

期間で実施できるものもありますが、経費削減、収入確保、県職員派遣の引上げなど

の経営根幹に関わる中長期的な課題に係る指摘事項も多いことから、取組中のものが

多くなっています。 

≪進捗状況確認による課題解決の促進≫ 

指摘事項に対する取組状況については、引き続き進捗状況を確認することにより課

題解決を促進していきます。 

 

(8) マネジメント評価の結果について 

≪マネジメント・サイクル運用状況の評価≫ 

県出資等法人が県の施策推進において十分な役割を果たす上で、法人の事業活動に

よる成果に加えて、よい成果を持続し向上させるためのマネジメント・サイクルの仕

組みが構築され、それが狙いどおり運用されているかという点についても評価するこ

とが必要です。 

このため、運営評価におけるマネジメント評価の項目として、「法人の目的」、「経営

計画管理」、「事業管理」、「組織管理」、「所管部局による指導・監督」の５つの視点か

ら評価を行っています。 
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≪達成割合は向上≫ 

前年度と比較して、概ね達成割合が向上しています。これは、県の施策推進におけ

る法人の役割の明確化や、PDCA サイクルに基づく事業管理、業務執行体制の充実や

職員満足度の向上など、法人のマネジメントを重視した改善の取組が継続的に進めら

れている結果、マネジメントレベルが向上しているためと認められます。 

マネジメント評価の状況 （単位：％）

目的 経営計画 事業管理 組織管理 指導監督 全体平均

27年度 88.4 97.0 89.3 89.1 89.3 90.6

26年度 87.2 95.4 86.4 89.4 89.3 89.6

25年度 85.2 95.4 83.7 87.8 88.3 88.1

24年度 84.4 94.6 85.3 88.5 90.6 88.7

23年度 81.6 90.4 82.1 87.4 86.6 85.6

注　マネジメント評価の対象となった25法人の平均値。

全法人

 

 ≪やや遅れている法人は４法人≫ 

   個別項目のマネジメント評価の状況を見ると、やや遅れている法人は、「情報公開の状

況」「意見・要望等への対応」「組織体制の効率化」「職員満足度向上への対応」「運営評

価結果への取組状況」で各１法人となっています。 

マネジメント評価の状況（個別項目） 単位：法人

項目 達成 概ね達成
やや遅れ
ている

重大な改善
事項がある

1 目的

 1-1　設立目的への社会的要請 24 1 0 0

 1-2　他団体の代替可能性 8 17 0 0

 1-3　県直営と比較した優位性 23 2 0 0

 1-4　情報公開の状況 17 7 1 0

2 経営計画

 2-1　経営基本方針等の浸透度 23 2 0 0

 2-2　計画と実績の差異分析 24 1 0 0

 2-3　リスク･マネジメント対策 22 3 0 0

 2-4　運営評価結果の次期経営計画への反映状況 23 2 0 0

3 事業管理

 3-1　事業目標の設定状況 19 6 0 0

 3-2　顧客ニーズ・満足度の把握 17 8 0 0

 3-3　意見・要望等への対応 20 4 1 0

4 組織管理

 4-1　組織体制の効率化 19 5 1 0

 4-2　業務執行体制の機能状況 25 0 0 0

 4-3　人材育成・能力開発 16 9 0 0

 4-4　コンプライアンス対策 16 9 0 0

 4-5　職員満足度向上への対応 17 7 1 0

5 指導監督

 5-1　法人との意思疎通 23 2 0 0

 5-2　運営評価結果への取組状況 17 7 1 0

 5-3　指導・監督の成果 15 10 0 0

注　マネジメント評価の対象となった25法人  

≪不断の改善・改革に向けた課題認識の重要性≫ 

組織のマネジメントについては、本来「課題が全くない」ということはあり得ず、

一つの課題を解決すれば、また新たな課題に対応した不断の改善・改革が求められる
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ものです。 

東日本大震災津波の復興業務に注力するなかでも、各法人が自らのマネジメントを

真摯に評価し、課題を課題として認識することが重要です。 

≪経営改善目標設定による改善策への取組み≫ 

課題を認識した結果、低い評価となった項目については経営改善目標を設定し、具

体的な改善策を講じることにより、より一層マネジメント能力を向上していく必要が

あります。 

課題については、情報公開のように比較的短期間で実施できるものもありますが、

組織体制の効率化や県職員派遣の引上げに伴うプロパー職員の人材育成等中長期的な

視点に立った取組みが求められるものもあります。 

最終的な目標・あるべき姿を設定し、継続的な取組みを推進しやすい仕組みを整え

て、粘り強く取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[マネジメントの改善に向けた主な取組事例] 

【経営計画管理】 
・運輸局から情報提供されるリスク情報を参考として、異常時対応マニュアルの見直しや毎月
の訓練会・勉強会に反映（三陸鉄道㈱） 

 
・毎月の社内会議等において、各種目標達成のための行動目標に係る進捗状況を確認し、必要
な見直しを行うほか、理事会及び評議委員会に報告（（一財）クリーンいわて事業団） 

 
・理事会及び評議委員会の定期開催に加えて、重要な議決事項については、随時、臨時の理事
会等を開催し、早急に改善措置を講じている（（公財）いわて産業振興センター） 

 
・基本財産及び特定資産の運用について、安全確実な方法を基本としており、資産運用規程に
基づき、担当者及び事務局長間で情報共有（(公財)ふるさといわて定住財団） 
 
・年頭に際して、幹部職員から全職員に対して、業務を実施するにあたっての基本的な方針や
重点的な取組み、公益法人の役割等を説明し、周知・徹底（公財（岩手県土木技術振興協会））

 
【事業管理】 
・助成事業者を直接訪問し、ヒアリングを行うことに加えて、市町村、商工会議所、研究機関、
大学等に聞き取り調査を行い、意見・要望等のニーズを把握（（公財）さんりく基金） 

 
・苦情要望等対応要領を定め、顧客から得た情報等を職員回覧等により共有化するなど、顧客
への対応を適切に行っている（（一財）クリーンいわて事業団） 

 
・利用者マニュアル等を職員間で共有、アンケート調査による分析結果を次回以降の事業に反
映、運営委員会等を開催して関係団体の意見を聴取（(公財)いきいき岩手支援財団） 

 
・研修受講者のアンケート実施及び定期的に開催する関係業界との意見交換や企業訪問等によ
りニーズを把握し、企画立案の策定に活用（岩手ソフトウェアセンター） 
 
・毎期３月に各部署において次年度の事業戦略・計画と月別の販売・経費計画を策定し、全社
の経営計画書を策定。実績等は月毎に検証し、毎期 10 月には上期の実績をもとに、下期の見
直し計画を策定（岩手県産㈱） 
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 ・新たな集荷先の確保や適切な放射能検査の実施、人件費や修繕費等の圧縮によるコスト削減
（㈱岩手畜産流通センター） 

 
【人事・組織】 

 
・職員を法人運営等の業務に関連したセミナーや研修会に適宜派遣し、講習内容等ノウハウを
共有することで、職員全体の能力向上に努めている（（公財）さんりく基金） 
 
・人材育成室内に新たに配置した業務アドバイザーにより、個々の職員に着目した助言、指導
を行うとともに、施設幹部職員との意見交換を実施（（社福）岩手県社会福祉事業団） 

 
・ＯＪＴによる指導・育成、各部門別の「スキルアップ研修」「管理者研修」等の外部研修、
資格取得のための短期集中講習等に随時参加（岩手県産㈱） 

 
・国内有数の研究者を招へいした研究推進委員会を通じ、評価・アドバイスを受けるとともに、
国内外の学会等に参加し、復命書等により他の職員と情報共有（（公財）岩手生物工学研究セ
ンター） 
 
・人材確保計画に沿った職員の採用を行い、年齢構成の偏重を是正（(公社)岩手県農業公社） 

 
【コンプライアンス関係】 
・安全管理規程を作成し、会議や朝礼・勉強会等により周知（三陸鉄道㈱） 

 
・夏季や年末年始における交通法遵守徹底のほか、「コンプライアンス規程」を整備し、コン
プライアンス委員会を設置（(公財)岩手県国際交流協会） 

 
・コンプライアンスに係る勉強会を従業員持ち回りで実施（岩手県オイルターミナル㈱） 

 
・チェックシートによる自己検証や職場内での意見交換、コンプライアンス徹底の日を設けて、
幹部職員から話題提供((公財)岩手県林業労働対策基金) 
 
・危機管理規程を新たに作成し、コンプライアンスの内容も規定（（公財）岩手県暴力団追放
推進センター） 

 
【情報公開関係】 
・事業計画などの法人の基本的情報の公開のほか、沿線情報や商品・関連サービスなど顧客が
必要とする情報についても、ホームページを活用し積極的に提供（ＩＧＲいわて銀河鉄道㈱）

 
・広報誌をファイル化してホームページ上に掲載し、診療情報及び個人情報の公開についても、
内規規程を整備しており、随時対応可能（(公財)いわてリハビリテーションセンター） 

 
・情報誌を隔月発行して関係者に配布（（一社）岩手県畜産協会） 

 
・各施設のホームページとリンクし、最新の催事情報等を提供し、広報誌の定期的な発行やイ
ベントのチラシ等で積極的にＰＲ（（公財）岩手県文化振興事業団） 
 
・フェイス・ブックを活用（（公財）岩手県スポーツ振興事業団） 
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５ 今後の運営評価の取組について 

本県における県出資等法人の改革については、これまで平成 15 年度から平成 18 年度を推進

期間とする岩手県出資等法人改革推進プラン（旧プラン）及び平成 19 年度から平成 22 年度を推

進期間とする新岩手県出資等法人改革推進プラン（新プラン）に基づき、３つの改革を柱とした

改革に取り組み、18 団体（61→43）を整理合理化するなど一定の成果をあげております。 

【改革１】県出資等法人のあり方の見直し 

【改革２】県関与の適正化 

【改革３】県民の理解を深めるための情報公開の推進 

平成 23 年度に策定した、「いわて県民計画第２期アクションプラン[改革編]」(計画期間 平成

23 年度～26 年度)においても、３つの改革の柱を継承し、引き続き改革に取り組んできたところ

です。 

今後においても厳しい財政的環境の下、東日本大震災津波からの復興に県を挙げて取り組むた

め、復興に向けた法人と県の施策の連携強化や運営評価に基づく法人の継続的な改革・改善の推

進等に更に取り組んでまいります。 

 

(1) 復興に向けた法人と県の施策の連携強化 

  東日本大震災津波からの復興に向け、各法人では国や市町村等から「用地取得事業の受託」、

「被災者等生活困窮者への支援」、「被災地介護予防支援」など多種多様な事業を実施しており

ます。 

  今後も県出資法人の持つ資源・能力を活用しながら復興を強力に進めるため、県と県出資法

人の施策の連携強化について努めることとします。 

 

(2) 運営評価に基づく法人の継続的な改革・改善推進 

毎年度実施する運営評価結果を事業に反映しつつ、外部・内部環境分析を行い、法人の今後

の果たすべき役割、あるべき姿や課題を明らかにします。 

その上で、法人のミッションを果たすための事業目標、法人運営の課題解決のための経営改

善目標を策定し、より一層効率的に質の高いサービスを提供できる法人となるような取組みを

推進していくこととします。 

また、今後も運営評価の方法・内容等についても随時見直しを行うほか、制度全体としての

一層の効率化に努めることとします。 

≪外部経営調査結果の横展開化≫ 

平成 26 年度の外部経営調査（特定課題調査）においては、テーマとした県の施策推進に

おける役割、財産の効率的・効果的な活用等について、各法人に調査結果の横展開を図っ

たところです。今後も可能な限り各法人の共通的課題をテーマとして取り上げ、調査結果

の横展開を図ることにより、一層経営改善の取組を進めていくこととします。 
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≪適切な目標設定と進捗管理による経営改善≫ 

    また、PDCA サイクルを効果的に運用するためには、目標設定の妥当性が非常に重要

であるため、抽象的・定性的で目標達成状況の検証が困難な目標や、達成が容易であ

ったり、経営改善に寄与しないと認められる目標等については見直しを行ってきてい

るところです。 

今後、より適切な目標設定と進捗管理を行うことにより、県の施策推進における役

割を果たし、かつ経営改善の実効性も高めていきます。 

 

６ 法人ごとの運営評価結果の記載内容について 

平成 27 年度運営評価は、平成 26 年度を主たる評価の対象年度とし、対象 42 法人のうち、類

型１に該当する 25 法人については各法人及び所管部局においてそれぞれ１次評価、２次評価を行

い、類型２に該当する 17 法人については所管部局において法人の経営状況を把握した上で、さら

に、統括部署である総務部において、１次及び２次評価の結果等を勘案しながら、総合評価とし

て取りまとめたものです。 

 

【PDCA サイクルによる運営評価制度の流れ】 
 
 

  

 

 

 

法人ごとの運営評価結果における記載内容等は、次のとおりとなっています。 

 

Ⅰ 法人の概要 

・法人の名称等 

 運営評価シートに基づき、「法人の名称」、「設立の根拠法」、「代表者職氏名」、「設立年月日」、

「事務所の所在地」、「電話番号」及び「県所管部局課・室」を記載しています。 

・資（基）本金等 

 運営評価シートに基づき、平成 27 年７月１日現在における基本財産・資本金の金額、県の出

資等額を記載しています。 

・設立の趣旨、事業内容 

 法人の定款、または寄附行為で定められている設立目的（事業目的）、事業内容等を記載して

います。 

・常勤職員の状況 

  運営評価シートに基づき、平成 27 年７月１日現在における「常勤職員数」を記載するととも

に、「うち県派遣」及び「うち県 OB」の職員数を記載しています。 

法人の中期 
経営計画策定 

計画に基づく 
法人運営 

法人による
１次評価 

所管部局に
よる２次評価 

総務部による
総合評価 

運営評価結果
の公表 

改善検討
(法人・部局) 

中期経営目標
提示（部局）

運営評価結果
の取りまとめ 

中期経営計画
見直し(法人) 

〔運営評価〕 
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また、平成 26 年度における常勤職員（派遣職員を除いたプロパー職員）の平均給与支給額（賞

与及び手当を含む。）及び平均年齢を記載しています。 

・常勤役員の状況 

  運営評価シートに基づき、平成 27 年７月１日現在における「常勤役員数」を記載するととも

に、「うち県派遣」及び「うち県 OB」の役員数を記載しています。また、平成 26 年度におけ

る常勤役員の平均報酬支給額及び平均年齢を記載しています。 

  なお、役職員の給与等については、県の出資等割合が 25％以上の法人には総務省通知に

より情報を公開するよう要請されていますが、個人情報保護等の観点から公表を控える意

向の法人については、非公表としています。 

・経営目標（事業目標及び経営改善目標）の達成状況 

  事業目標、経営改善目標それぞれについて、目標として掲げた項目名、目標及び実績を箇条

書きで記載しています。 

・県の財政的関与の状況 

 平成 24～26 年度の県の「長期貸付金残高」、「短期貸付金実績」、「損失補償残高」、「補助金額」、

「委託料」、「その他」の財政的関与の状況を記載しています。 

・財務の状況 

 各法人の平成 24～26 年度決算に基づき、過去３年間の「貸借対照表」、「正味財産増減計算

書」（または「損益計算書」）、及び「財務指標」を記載しています。  

 

Ⅱ 所管部局の評価 

・法人の役割と実績 

  県の施策推進における法人の役割と平成 26 年度における実績を評価し、課題が生じている場

合、その解決に向けた所管部局の指導方針について記載しています。 

・財務状況 

  財務の安全性・健全性や効率性、自立性などの観点から、法人の財務について評価するとと

もに、課題が生じている場合、その解決に向けた所管部局の指導方針について記載しています。 

・マネジメントの状況 

経営計画管理や事業管理、組織管理などの観点から、法人のマネジメントについて評価する

とともに、課題が生じている場合、その解決に向けた所管部局の指導方針について記載してい

ます。 

 ・法人への県関与 

法人の設立目的、県の施策推進における法人の役割、法人の運営状況、県出資等法人改革工

定表を踏まえ、法人への県関与について評価するとともに、課題が生じている場合、その解決

に向けた所管部局の指導方針について記載しています。 
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Ⅲ 統括部署（総務部）の総合評価 

・総合評価のレーダーチャート 

   レーダーチャートは、シートにおけるマネジメント評価の５つの分野と、財務（フローチャ

ートによる評価）の評価結果に基づき作成しました。 

  ５つの分野の評価項目は以下のとおりとなっています。 

① 法人の目的  

設立目的への社会的要請、他団体の代替可能性、県直営と比較した優位性、情報公開の状 

  況 

② 経営計画管理 

   経営基本方針等の浸透度、計画と実績の差異分析、リスクマネジメント対策、運営評価結

果の次期経営計画への反映状況 

③ 事業管理 

事業目標の設定状況、顧客ニーズ・満足度の把握、意見・要望等への対応 

④ 組織管理 

組織体制の効率化、業務執行体制の機能状況、人材育成・能力開発、コンプライアンス対

策、職員満足度向上への対応 

 ⑤ 所管部局による指導・監督 

 法人との意思疎通、運営評価結果への取組状況、指導・監督の成果 

 

これら５つの分野については、①～④については法人の１次評価、⑤については所管部局の１次

評価を基に、それに対する所管部局の評価（①～④）または法人の評価（⑤）等を踏まえるととも

に、他法人に係る評価との整合性が図られるよう留意して評価を行いました。 

また、「財務」については、運営評価シートにおける特別法・会社法法人用、特例民法法人用

それぞれの財務の「フローチャートによる評価」に基づき、評価結果（A～D）を記載していま

す。レーダーチャートの作成に当たって、財務の評価結果（A～D）を次により数値化しました。 

〔A:100 点、B:70 点、C:40 点、D:20 点〕 

なお、レーダーチャートにおける点線は、平成 24 年度運営評価における各法人の評価結果を

参考表示したものです。 

・取り組むべきこと 

運営評価の結果を踏まえ、法人と所管部局において今後対応すべき事項について、それぞれ

「法人が取り組むべき事項」、「所管部局が取り組むべき事項」に区分して記載しています。 

・運営評価における指摘事項への取組状況 

  平成 24 年度から平成 26 年度の岩手県出資等法人運営評価レポートにおいてそれぞれ「法人

が取り組むべき事項」、「所管部局が取り組むべき事項」と指摘された事項への現在の取組状況

を法人及び所管部局がそれぞれ記載しています。 



別表１

資本金等

(千円) 金額(千円) 割合(%)
類型
Ⅰ

類型
Ⅱ

政策推進室 （公財）さんりく基金 335,400 230,000 68.6% ○
地域振興室 三陸鉄道（株） 300,000 144,000 48.0% ○
地域振興室  IGRいわて銀河鉄道（株） 1,849,700 1,000,000 54.1% ○
情報政策課 （株）アイシーエス 35,000 3,500 10.0% ○
情報政策課 （株）岩手朝日テレビ 3,000,000 30,000 1.0% ○

資源循環推進課 （一財）クリーンいわて事業団 10,200 3,300 32.4% ○
若者女性協働推進室 （公財）岩手県国際交流協会 1,081,174 787,771 72.9% ○

保健福祉企画室 （公財）いわて愛の健康づくり財団 322,022 110,300 34.3% ○
医療政策室 （公財）いわてリハビリテーションセンター 30,000 10,000 33.3% ○
地域福祉課 社会福祉法人岩手県社会福祉事業団 10,000 10,000 100.0% ○
長寿社会課 （公財）いきいき岩手支援財団 3,940,161 3,105,000 78.8% ○
商工企画室 （公財）いわて産業振興センター 306,030 155,000 50.6% ○

商工企画室 岩手県オイルターミナル（株） 720,000 250,000 34.7% ○
経営支援課 岩手県信用保証協会 9,507,431 5,286,083 55.6% ○
ものづくり自動車産業振興課 （株）盛岡地域交流センター 2,600,000 611,000 23.5% ○
ものづくり自動車産業振興課 （株）北上オフィスプラザ 1,791,000 300,000 16.8% ○
ものづくり自動車産業振興課 （株）岩手ソフトウェアセンター 1,278,500 350,000 27.4% ○
産業経済交流課 （公財）盛岡地域地場産業振興センター 27,370 7,500 27.4% ○
産業経済交流課 岩手県産（株） 90,000 41,226 45.8% ○
観光課 （公財）岩手県観光協会 57,000 47,000 82.5% ○
観光課 （公財）盛岡観光コンベンション協会 304,900 75,000 24.6% ○
雇用対策・労働室 （公財）ふるさといわて定住財団 212,500 200,000 94.1% ○
雇用対策・労働室 （株）クリーントピアいわて 50,000 20,000 40.0% ○

団体指導課 岩手県漁業信用基金協会 2,281,500 803,300 35.2% ○

団体指導課 岩手県農業信用基金協会 3,580,010 793,770 22.2% ○
流通課 （公社）岩手県農畜産物価格安定基金協会 1,034,250 497,050 48.1% ○
流通課 （株）岩手畜産流通センター 2,880,340 654,030 22.7% ○
農業振興課 （公社）岩手県農業公社 40,000 35,000 87.5% ○
農林水産企画室 （公財）岩手生物工学研究センター 100,000 100,000 100.0% ○
農産園芸課 （公社）岩手県農産物改良種苗センター 500,000 200,000 40.0% ○
畜産課 （一社）岩手県畜産協会 73,000 41,000 56.2% ○
森林整備課 （公財）岩手県林業労働対策基金 1,150,000 900,000 78.3% ○
水産振興課 （一社）岩手県栽培漁業協会 10,070 4,000 39.7% ○
水産振興課 （公財）岩手県漁業担い手育成基金 510,000 250,000 49.0% ○

県土整備企画室 （公財）岩手県土木技術振興協会 11,000 6,000 54.5% ○
下水環境課 （公財）岩手県下水道公社 10,000 5,000 50.0% ○

空港課 岩手県空港ターミナルビル（株） 340,000 100,000 29.4% ○

復興局 復興推進課 岩手県土地開発公社 30,000 30,000 100.0% ○

教育企画室 （公財）岩手育英奨学会 508,240 394,199 77.6% ○

生涯学習文化課 （公財）岩手県文化振興事業団 10,000 10,000 100.0% ○
スポーツ健康課 （公財）岩手県スポーツ振興事業団 10,000 10,000 100.0% ○

警察本部 組織犯罪対策課 （公財）岩手県暴力団追放推進センター 600,000 499,105 83.2% ○

合　　　　　計　　　　　　（42法人） 41,536,798 18,109,134 43.6%

 うち特別法・会社法法人(17法人） 30,343,481 10,426,909 34.4%

うち公益法人(25法人） 11,193,317 7,682,225 68.6%

政策地
域部

教育委
員会

保健福
祉部

環境生活部

商工労
働観光
部

農林水
産部

県土整
備部

平成27年度県出資等法人運営評価対象法人一覧

運営評価実施区分

所管部
局等

所管課 法人の名称
県出資金等



別表２

平成27年度県出資等法人運営評価対象法人概要及び運営評価結果一覧

単年度収支
繰越損益(正味
財産期末残高）

財務
評価

運営費
補助金

短期貸付金
（運転資金）

損失補償 委託料
うち特命随意
契約の件数

うち特命随意
契約の金額

役員数
うち

県派遣
うち

県OB
役員数

うち
県派遣

うち
県OB

職員数
うち

県派遣
うち

県OB
事 業
目 標

経営改
善目標

目的
経営
計画

事業
管理

組織
管理

指導
監督

（公財）さんりく基金 ▲ 16,372 1,155,845 Ｃ 8 2 副知事 0 2 5/8 1/1 100.0 100.0 100.0 92.0 100.0

三陸鉄道（株） 86,832 ▲ 93,216 Ｂ 100,536 500,000 14,343 3 14,343 15 1 1 2 1 62 2/4 2/4 80.0 100.0 100.0 68.0 86.7

 IGRいわて銀河鉄道（株） 383,375 543,462 Ａ 11,173 1 11,173 12 2 1 2 1 215 1 3/3 4/4 100.0 100.0 100.0 100.0 86.7

（株）アイシーエス 559,502 601,851 － 1,859,485 117 1,348,333 13 1 1 7 1 564 2 － － － － － － －

（株）岩手朝日テレビ 123,808 497,985 － 15 5 68 － － － － － － －

（公財）岩手県国際交流協会 6,706 1,263,730 Ｃ 20,614 24,141 3 24,141 12 1 1 1 1 3 5/5 4/4 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（一財）クリーンいわて事業団 15,657 3,655,821 Ｂ 1,071,200 8 1 2 1 1 5 1 2/4 3/4 90.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（公財）いわて愛の健康づくり財団 ▲ 764 338,443 － 5,263 1 5,263 7 1 0 1 － － － － － － －

（公財）いわてリハビリテーションセンター 65,910 549,437 Ａ 161,096 7 161,096 11 2 1 3 1 136 1 28 2/5 2/7 80.0 100.0 60.0 68.0 100.0

（社福）岩手県社会福祉事業団 185,899 1,323,766 Ａ 320,693 736,315 3 4,086 12 1 4 2 2 352 25 1 3/4 3/4 90.0 90.0 86.7 100.0 73.3

（公財）いきいき岩手支援財団 ▲ 18,854 4,529,325 Ｂ 97,653 4 45,457 11 1 6 1 1 15 4 2/3 1/3 80.0 75.0 66.7 68.0 86.7

（公財）いわて産業振興センター 243,007 3,559,852 Ａ 395,984 49,896 7 22,910 9 1 4 2 1 1 43 5 7/10 3/4 90.0 100.0 100.0 68.0 86.7

岩手県オイルターミナル（株） ▲ 4,508 95,169 Ａ 12 1 1 副知事 2 1 9 0/1 2/4 70.0 100.0 66.7 100.0 73.3

岩手県信用保証協会 957,771 25,518,806 － 525,737 17 1 2 4 2 59 － － － － － － －

（株）盛岡地域交流センター 131,515 134,336 － 15 1 1 3 1 11 － － － － － － －

（株）北上オフィスプラザ 4,132 ▲ 314,380 － 10,800 14 1 1 2 3 － － － － － － －

（株）岩手ソフトウェアセンター 9,146 66,573 Ａ 16 1 2 部長 2 7 3/3 3/3 80.0 90.0 86.7 84.0 73.3

（公財）盛岡地域地場産業振興センター ▲ 3,042 599,100 － 1,804 1 1,804 17 0 5 － － － － － － －

岩手県産（株） 5,428 92,818 Ａ 65,000 12,862 9 12,862 11 2 1 2 1 60 1/3 4/5 80.0 90.0 73.3 68.0 86.7

（公財）岩手県観光協会 ▲ 3,489 91,519 Ｂ 43,164 7 30,014 17 1 1 1 6 3 4/5 2/2 90.0 100.0 100.0 100.0 86.7

（公財）盛岡観光コンベンション協会 ▲ 14,995 342,306 － 735 1 735 12 1 6 － － － － － － －

（公財）ふるさといわて定住財団 12,439 2,657,107 Ｂ 16 1 2 1 1 5 2/4 2/3 90.0 100.0 100.0 76.0 100.0

（株）クリーントピアいわて 7,253 136,989 － 11 2 1 43 1 － － － － － － －

岩手県漁業信用基金協会 58,793 1,157 － 16,371 8 1 6 - - - - - - -

岩手県農業信用基金協会 246,208 0 － 11 1 1 1 11 － － － － － － －

（公社）岩手県農畜産物価格安定基金協会 3,397 2,556,110 － 14 1 2 1 1 8 － － － － － － －

（株）岩手畜産流通センター 160,599 38,243 － 8,076 2 8,076 13 1 1 5 1 349 － － － － － － －

（公社）岩手県農業公社 20,525 1,645,854 Ａ 240,798 43,340 3 43,340 16 1 4 4 3 49 5 1/6 4/5 90.0 90.0 100.0 84.0 86.7

（公財）岩手生物工学研究センター ▲ 5,277 79,152 Ｂ 283,149 1 283,149 8 2 1 1 1 30 2 2/2 4/4 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（公社）岩手県農産物改良種苗センター ▲ 9,300 310,764 － 14 1 1 2 1 9 － － － － － － －

（一社）岩手県畜産協会 19,526 420,189 Ａ 6,510 3 6,510 19 3 1 1 37 3 4/6 3/3 90.0 100.0 73.3 100.0 100.0

（公財）岩手県林業労働対策基金 403 3,482,656 Ｂ 12 1 1 6 1 1/3 2/3 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（公社）岩手県栽培漁業協会 11,173 192,275 － 320,528 18 1 1 1 1 9 － － － － － － －

（公財）岩手県漁業担い手育成基金 ▲ 2,077 568,714 － 9 1 0 2 1 － － － － － － －

（公財）岩手県土木技術振興協会 ▲ 56,600 959,881 Ｂ 647,305 115 647,305 8 1 1 1 1 28 2 3/4 1/2 90.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（公財）岩手県下水道公社 ▲ 27,722 154,287 Ｂ 165,633 5 165,633 9 1 2 1 1 29 10 3 3/4 2/3 90.0 100.0 100.0 100.0 100.0

岩手県空港ターミナルビル（株） 35,354 618,864 － 6,791 2 6,791 8 1 1 1 1 9 － － － － － － －

復興局 岩手県土地開発公社 208,464 8,744,089 Ａ 958 1 958 10 4 2 2 2 7 2 4/4 3/3 80.0 100.0 86.7 76.0 73.3

（公財）岩手育英奨学会 20,216 5,152,521 Ｂ 5,529 9 1 5 0 3 1 3/3 2/3 80.0 100.0 60.0 92.0 100.0

（公財）岩手県文化振興事業団 ▲ 10,267 1,186,730 Ｂ 1,181,001 15 610,032 10 6 4 1 3 90 25 4 1/5 4/5 80.0 100.0 86.7 100.0 60.0

（公財）岩手県スポーツ振興事業団 ▲ 5,732 257,011 Ｂ 623,609 2 136,218 11 2 5 1 1 49 17 21 0/3 2/7 90.0 100.0 100.0 100.0 73.3

警察本部 （公財）岩手県暴力団追放推進センター 1,555 649,903 Ａ 2,464 1 2,464 12 1 1 1 3 3 5/7 4/5 100.0 90.0 86.7 84.0 100.0

合　　　　　計　　　　　　（42法人） 3,405,594 447,372 565,000 2,250,090 6,318,094 314 3,592,693 510 44 69 3法人 74 3 35 2,414 94 78 68/109 67/95 88.4 97.0 89.3 89.1 89.3

 うち特別法・会社法法人(17法人） 3,159,571 38,006,512 421,229 565,000 542,108 2,660,803 138 1,406,622 213 21 20 2法人 44 0 14 1,835 28 4

うち公益法人等(25法人） 246,023 26,143 0 1,707,982 3,657,291 176 2,186,071 297 23 49 1法人 30 3 21 579 66 74

所管部局等
マネジメント評価財務の状況　　（千円） 役員の状況（全体） 職員の状況（常勤）

注1　目標達成状況欄は、目標達成項目数／目標設定項目数

目標達成状況県の財政的関与　　(千円、件） 役員の状況（常勤）県職員
の代表
者就任

法人の名称　　

教育委員会

県土整備部

政策地域部

環境生活部

保健福祉部

商工労働観
光部

農林水産部
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